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栃木県がん患者支援推進事業費補助金交付要綱 

 
（趣旨） 

第１条 栃木県がん患者支援推進事業費補助金の交付については、栃木県補助金等交付規則（昭

和 36年栃木県規則第 33号。以下「規則」という。）に規定するもののほか、この要綱に定め

るところによる。 
 

（交付の目的等） 
第２条 この補助金の名称、目的、交付の対象である事業の内容及び交付の相手方は、次の表の

とおりとする。 

補 助 金 の 名 称 補 助 金 の 交 付 目 的 
交 付 の 対 象 で 
あ る 事 業 の 内 容 

交 付 の

相 手 方 
栃木県がん患者

支援推進事業費

補助金 

市町が行うがん患者支援事業を補

助することにより、がん患者支援

を推進する 

ア アピアランスケア支

援事業 
イ 在宅ターミナルケア

支援事業 

市町 
 

 
（交付額の算定方法） 

第３条 この補助金の交付額は、別表に定める基準額と対象経費の実支出額とを比較して少ない

方の額とし、予算の範囲内で交付する。 
 

（交付の申請） 
第４条 補助金の交付を受けようとする者が、規則第４条の規定により提出する書類は、次の表

に定めるところによる。 

提出すべき申請書

の 名 称 
様  式 部 数 

申 請 書 に 
添 付 す べ き 
書 類 の 名 称 

様 式 部 数 提 出 期 限 

栃木県がん患者支

援推進事業費補助

金交付申請書 

規則の別

記様式第

１ 

１ １所要額調書 
２事業計画書 
３収支予算書 

様式１ 
様式２ 
様式３ 

１ 
１ 
１ 

知事が別に

定める日 

 
（補助条件） 

第５条 規則第６条の規定による条件は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 補助事業に要する経費の配分の変更又は補助事業の内容の変更（第６条の軽微な変更を除

く。）をする場合には、知事の承認を受けなければならない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けなければならない。 

(3) 補助事業が、予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場合には、
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速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。 

(4) 補助金と補助事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした帳簿を備え、補助事業に係

る収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を業務完了後５年

間保管しておかなければならない。 

 
（軽微な変更） 

第６条 前条第１項第１号の「軽微な変更」とは、次に掲げるもの以外の変更とする。 
 (1) 事業主体の変更     

(2) 事業費の 20％以上の変更 

 
（変更の承認） 

第７条 市町が補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更する場合には、次の表

に定める書類を知事に提出しなければならない。 
提 出 す べ き 
申 請 書 の 
名 称 

様  式 部 数 
申 請 書 に 
添 付 す べ き 
書 類 の 名 称 

様  式 部 数 提出期限 

栃木県がん患者支

援推進事業費補助

金変更交付申請書 

規 則 の 
別記様式 
第１ 
(変更用) 

１ １所要額調書 
（変更用） 
２事業計画書 
３収支予算書 

様式１－２ 
 
様式２ 
様式３ 

１ 
 
１ 
１ 

知事が別

に定める

日 

 
（実績報告） 

第８条 規則第 13条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 
提 出 す べ き 
実 績 報 告 書 の 
名 称 

様  式 部 数 
実 績 報 告 書 に 
添 付 す べ き 
書 類 の 名 称 

様  式 部 数 提出期限 

栃木県がん患者支

援推進事業費補助

金実績報告書 

規 則 の 
別記様式 
第２ 

１ １所要額精算書 
２事業報告書 
３収支決算書 

様式４ 
様式５ 
様式６ 

１ 
１ 
１ 

知事が別

に定める

日 
 

（補助金の請求） 
第９条 規則第 18条の規定により提出する書類は、次の表に定めるところによる。 

提 出 す べ き 
請 求 書 の 名 称 

様 式 部 数 
請 求 書 に 添 付 す 
べ き 書 類 の 名 称 

部 数 提出期限 

栃木県がん患者支

援推進事業費補助

金交付請求書 

規 則 の 
別 記 様 式 第 ４ 

１ 交付決定通知書の写し １ 知事が別

に定める

日 
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（概算払） 

第 10 条 知事は、規則第 19 条第１項の規定に基づき、特に必要があると認めるときは、補助金

を概算払により交付することができる。 

２ 前条の規定は、概算払に係る補助金の交付の請求について準用する。この場合において、同

条の表の提出すべき請求書の名称の項中「栃木県がん患者支援推進事業費補助金交付請求書」

とあるのは「栃木県がん患者支援推進事業費補助金概算交付請求書」と読み替えるものとする。 

 
   附 則 

この要領は、令和３年度分の補助金から適用する。 
 
別表（第３条関係） 

区 分 対象経費 基準額 補助額 
ア アピアラ

ンスケア支

援事業 

市町が実施するが

ん患者医療用補整

具購入支援事業

（アピアランスケ

ア支援事業）に要

する経費 

対象者１人当たり(1)～(3)の

それぞれについて、次に掲げる

額の合計額（１人当たりそれぞ

れ１回に限る。） 

(1)医療用ウィッグ 

     20,000 円 

(2)乳房補整具（左側） 

     20,000 円 

(3)乳房補整具（右側） 

     20,000 円 

補助の対象の実支出

額と基準額とを比較

していずれか少ない

額に２分の１を乗じ

て得た額（算出され

た額に 1,000 円未満

の端数が生じたとき

は、これを切り捨て

た額）以内 

イ 在宅ター

ミナルケア

支援事業 

市町が実施する若

年がん患者在宅療

養生活支援事業

（在宅ターミナル

ケア支援事業）に

要する経費 

訪問介護、訪問入浴介護、福祉

用具貸与及び福祉用具購入に

係る経費のうち、それぞれ次に

掲げる額 

(1)１月当たりの利用料が

60,000 円以下の場合 対象経

費の９割に相当する額（生活保

護受給者は 10割） 

(2)１月当たりの利用料が

60,000 円を超えた場合  

54,000 円（生活保護受給者は

60,000 円） 

 


